




















































































第4に，「要素グループの相対的な分配率の理論」（“atheory of relative 












法の特色，（2) 所得分配モデル1の理論構造の特色， という 2つの視点から捉
えることができる。これらのことを以下において順次説明する。
(1) 所得分配モデル1の接近方法の特色
所得分配モデル1とは，ワイントゥラウプが彼の著書， AnApproach to the 























































































































































は粗国民所得， Nは雇用量， Wは賃金所得あるいは賃金総額， Fは固定所得，



















































この所得分配モデル1は， 6個の変数Z,N, G, W, D, Deを決定する

























































d(Jlj_) ~＝iーを（鰐） (7) 
dZ で示される 01は労働者1人当りの平均総予想売上金額の逆数であり，百は















d2Z . Z dZ 





































d(¥) l 1 F 1 つお一＝1--z(1-E)＋疋•Jh (9) 
となることで示される。この式によれば，（粗）利潤分配率の変動は金利生活
者が取得する固定所得分配率の変動と労働者が取得する賃金分配率の変動に依

































dXN l N 仇T x' E二一一一＝一一二一＝－ (1) 
x dNX PX Z x 
で定義される。この定義式は， ιが賃金分配率長（＝ヲ）に等しし労働の
aY 平均生産力N (=x）に対する労働の限界生産力」三（こど）の比率ーに等しいdN 
ことを意味するとともに，賃金分配率がこの比率いかんによって決定されるこ














一一lN_ l(N1十ぬ＋……十凡） /"!¥] TM ＝ー」＋~十……十とこE
x z Zi 十~＋…… ＋ Zn Z Z 
化すれば，
(12 .1) 























dx'・ dx の領域で操業するから JPく0 J?-くOである。’dN ＿’ dN 
ら，バ＝ Oのときには，務＞J}Jとなる。
は，（13）の小括弧内の第2項は小きくなるであろうから，低下するであろう。
バーー や dxi ,.dx；ーらに，労働の生産力比率ーかu近っき ーか一－t近づくときには，各企xi 」’ dN dN」


















一’ー’dN -£:1 aNi dNー タ
ある









































De 内総需要に占める総消費需要の比率一ーは， sを限界員丁蓄性向， Sbを総（あるD 
いはマクロの）可処分所得からなされる粗貯蓄 （S6=sYd), S nは総可処分所
得から負の貯蓄 SrVを控除した純貯蓄 （Sn=86-SrV）とすれば，前稿の（28)
を用いて，
Dc_ cYd+sv V _ (1-s）九十SvV一九－sn



























には，負の貯蓄の方が賃金所得からなされる貯蓄 SwY~ (= Y~－ cwY~） より
も多いから， D~ ＞ Y~ となる。逆に， N1 よりも多い雇用量では負の貯蓄の方








は O に近づくから， CwY ；曲線は D~曲線に漸近する。この場合，労働者が賃


































dG dP dPdX dP 一一二一－ X=X一一二x-dN dN dXdN dN 
、 ? ー ， ，
?
??．? ????? ???、 、
d昨F
となる。この式から W=lNをNで微分しP式の一一 ＝lを引けば，粗利潤- dN 
所得の賃金所得に対する超過額の変動は，
dG dW dPdX dP 一一 一一 ＝X一一一－l=X- l dN dN dXdN (18. 2) 




































＼一、 W* N*B -図4-1では，均衡包金勿配卒一ーは比率一一一で刀之され，均衡固定所得分
一 Z* N*Q 
配率ζは比率＿！＆＿で、示される。ワイントゥラウプが残余所得とみなす均衡粗
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